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○ 生産年齢人口の減少が本格化していく中、多様化・複雑化する介護ニーズに限られた人材で対応していくため、多様な働き方、柔軟
な勤務形態による効率的・効果的な事業運営が不可欠であると同時に、本人が希望する場合には、できるだけ長く働くことができる環
境を整えることが重要。

〇 「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方に関するとりまとめ」において、「現場で多様な雇用形態で働く介護人材の更なる活
用も検討すべきであり、登録ヘルパー等の短時間勤務を行っている介護職員が本人の希望に応じて常勤職員となることや、長時間の勤務
が可能となるような仕組みや支援策、またその環境整備の検討が必要である。」とされたことを踏まえ、こうした職員が常勤職員として
働きやすくなるための環境整備に向けた事業所の取組に必要な支援を行う。【拡充】

【取組例】雇用から育成・定着までを一体的に実施
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〇人材育成・能力開発
チームメンバーの個々の役割に応じたOJT、Off-JTの積
極的・効果的な運用

〇求人活動改善
地域の特性をふまえ、介護助手や季節限定労働者等、
多様な人材を効率的に呼び込むための手法の検討・
改善

スーパービジョン

〇機能分化推進
キャリアや専門性、働き方に応じた機能分化による
業務改善の実施

〇リーダーシップ強化
介護福祉士等専門性の高い人材がリーダーシップを発
揮するためのチームマネジメントの構築

〇働き方改革
介護従事者の多様な働き方の推進（副業・兼業及び短
時間勤務職員が本人の希望により常勤職員となるための
取組含む）、定着をはかるための環境整備
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介護現場における多様な働き方や常勤化導入支援事業
（地域医療介護総合確保基金の事業メニュー）

社会・援護局福祉基盤課
福祉人材確保対策室

（内線2849）

令和８年度当初予算 地域医療介護総合確保基金 86億円の内数（97億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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